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第121回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連結注記表

株主資本等変動計算書
個別注記表

株式会社小糸製作所

当社は、第121回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結株主資本等
変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」、「個別注記表」につきましては、
法令および定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.koito.co.jp）に掲
載することにより提供しております。

表紙



2021/05/20 14:32:17 / 20700657_株式会社小糸製作所_招集通知（Ｆ）

連結株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株　主　資　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 14,270 13,373 449,031 △53 476,622
当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △6,429 － △6,429
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － 37,612 － 37,612

自 己 株 式 の 取 得 － － － △1 △1
自 己 株 式 の 処 分 － 7 － 1 9
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) － － － － －

当 期 中 の 変 動 額 合 計 － 7 31,182 0 31,190
当 期 末 残 高 14,270 13,380 480,214 △52 507,813

その他の包括利益累計額
新株予約権 非 支 配

株 主 持 分 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 14,822 △9,333 △1,608 3,880 231 32,789 513,524
当 期 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △6,429
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 － － － － － － 37,612

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － △1
自 己 株 式 の 処 分 － － － － － － 9
株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額) 8,867 13,625 3,418 25,911 △9 △1,178 24,723

当 期 中 の 変 動 額 合 計 8,867 13,625 3,418 25,911 △9 △1,178 55,914
当 期 末 残 高 23,690 4,291 1,810 29,792 222 31,610 569,438
(注 )記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況
・連結子会社の数 27社
・主要な連結子会社の名称 小糸九州株式会社他 国内13社

North American Lighting,Inc.他 海外14社
　　　前連結会計年度に連結の範囲に含めていたKIホールディングス株式会社については2020年4月1日付で当社を
　　　吸収合併存続会社とし、KIホールディングス株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行いました。
　　　これにより、当連結会計年度よりKIホールディングス株式会社を連結の範囲より除外しております。

　　また、前連結会計年度に連結の範囲に含めていた常州小糸今創交通設備有限公司(以下、｢常州小糸社｣)に
　　ついては2020年8月に当社持分全てを、今創集団股份有限公司に譲渡したことに伴い、当連結会計年度より
　　常州小糸社を連結の範囲より除外しております。
②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 株式会社ニュー富士
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、連結の範囲か
ら除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した関連会社の状況
・持分法適用の関連会社数 ２社
・会社等の名称 竹田サンテック株式会社、Brightway Vision Ltd.

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 株式会社ニュー富士
・持分法を適用しない理由 非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しておりま
す。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、コイト電工株式会社、小糸九州株式会社、コイト運輸株式会社、ミナモト通信株式会社、
丘山産業株式会社、INDIA JAPAN LIGHTING PRIVATE LIMITEDの決算日は３月31日であります。
　その他の連結子会社（アオイテック株式会社他21社）は、３月31日の仮決算による計算書類に基づいて連結
計算書類を作成しております。
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(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．売買目的有価証券 時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）
ロ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
ハ．その他有価証券
・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は主として移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、組合財産の持分相当額を投資その他の資
産の「投資有価証券」として計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分
相当額を損益として計上しております。

ニ．デリバティブ 時価法
ホ．運用目的の金銭の信託 時価法
ヘ．棚卸資産 当社及び国内連結子会社は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また在外連結
子会社は移動平均法による低価法を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
(リース資産を除く。)

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法を採用してお
ります。
ただし、国内連結子会社は1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く。）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。

ロ．無形固定資産
(リース資産を除く。)

当社及び国内連結子会社は定額法を、在外連結子会社は所在地国の会計基準
に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま
す。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また在外連結
子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与支給に充てるため事業年度分支
給見込額を期間に基づいて計上しております。
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ハ．製品保証引当金 当社及び一部の連結子会社は、品質保証費用発生に備えるため、所定の基準
により発生見込額を計上しております。

ニ．独禁法関連損失引当金 当社は、独占禁止法に関連する損失に備えるため、将来発生する可能性のあ
る損失を見積り、必要と認められる金額を計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金 一部の国内連結子会社は、役員の退任により支給する役員退職慰労金に充て
るため、支給規程に基づく期末要支給額を計上しております。

ヘ．環境対策引当金 当社及び国内連結子会社は、環境対策に係る費用発生に備えるため、発生見
込額を計上しております。

ト．損害賠償引当金 損害賠償金の支払いに備えるため、支払い見込額を計上しております。
④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は、損益として処理して
おります。
なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に
含めて計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 ヘッジ対象に係る損益又は評価差額は、ヘッジ時点で認識し、それを期間に

基づいて配分しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ対象は外貨建取引の為替変動リスクと固定金利又は変動金利の借入金

の変動金利リスクとし、為替変動リスクについては為替予約取引を、金利変
動リスクについては、金利スワップをそれぞれヘッジ手段としております。

ハ．ヘッジ方針 原則として、投機的な目的のためにヘッジを利用することはしません。利用
するヘッジ取引は確定した取引をヘッジする目的の為替予約取引、金利スワ
ップ取引としております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 個別ヘッジにおいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・
フロー変動を直接結び付けてヘッジ有効性を判断するものとし、その方法
は、ヘッジ取引開始時並びにヘッジ取引時以降において管理方針に関する社
内規程に基づいて実施することとしております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。
ただし、金額が僅少の場合は、発生した期の損益として処理しております。
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⑦　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計
上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。なお、一部の連
結子会社は、退職給付に係る計算に、当該給付に係る要支給額を退職給付債
務とする簡便法を用いております。

ロ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更
　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度
　　から適用し、連結注記表に３．会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に
　　係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
　　　投資有価証券に含まれる米国におけるベンチャー企業の株式     5,535百万円
　　当該株式の評価にあたって事業計画等に基づく超過収益力を実質価額の評価に反映しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

機 　 械 　 装 　 置 45百万円
計 45百万円

　上記物件については、短期借入金45百万円の担保に供しております。
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 370,118百万円

５．連結損益計算書に関する注記
　　・減損損失
　　　一部の連結子会社において計上した有形固定資産の減損損失であります。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 160,789千株 －千株 －千株 160,789千株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 55千株 0千株 2千株 53千株

(注) 1．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
　　 2．自己株式の数の減少は、ストックオプション権利行使による減少分であります。
(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
イ．2020年６月26日開催の第120回定時株主総会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 3,214百万円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月29日

ロ．2020年10月28日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 3,214百万円
・１株当たり配当金額 20円
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月４日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2021年６月29日開催の第121回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・株式の種類 普通株式
・配当金の総額 4,822百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当金額 30円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月30日
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(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種
類及び数

普通株式　　　　48,000株

７．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については元本の保全を第一義に考え安全性を重視した運用を行い、また、資金
調達については自己資金及び銀行借入による方針であります。
　営業債権である受取手形及び売掛金、また、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取
引先別の期日管理及び残高管理を行うことなどによりリスク低減を図っております。投資有価証券は市場価格
の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する株式及び余資運用の債券であり、定期的に時
価の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務、未払費用並びに未払法人税等は１年以内の支払期日で
あります。短期借入金は主に営業取引に係る運転資金の確保を目的とした資金調達であり、長期借入金は主に
設備投資を目的とした資金調達であります。また、営業債務や借入金は流動性のリスクに晒されておりますが、
資金繰計画を作成することなどにより当該リスクを管理しております。なお、デリバティブは為替変動リスク
及び金利変動リスクを軽減するために利用することにしており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額（＊1） 時価（＊1） 差額
百万円 百万円 百万円

① 現金及び預金 303,887 303,887 －
② 受取手形及び売掛金 115,950 115,950 －
③ 電子記録債権 12,957 12,957 －
④ 投資有価証券 45,366 45,366 －
⑤ 破産更生債権等 18

貸倒引当金（＊2） △18
－ － －

⑥ 支払手形及び買掛金 (95,989) (95,989) －
⑦ 電子記録債務 (7,867) (7,867) －
⑧ 短期借入金（＊3） (20,336) (20,336) －
⑨ 未払費用 (23,366) (23,366) －
⑩ 未払法人税等 (5,267) (5,267) －
⑪ 長期借入金（＊3） (609) (609) －

(＊1) 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
(＊2) 破産更生債権等は、これに対応する貸倒引当金を控除しております。
(＊3) 連結貸借対照表上、短期借入金に含まれている１年内返済予定長期借入金は、長期借入金に含めて記載して

おります。
7
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(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
④投資有価証券

時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格
によっております。なお、非上場の株式等（連結貸借対照表計上額9,859百万円）及び、投資事業組合への出
資（同1,344百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、含めており
ません。

⑤破産更生債権等
時価は連結決算日における連結貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した金額に近似していると考えられる
ため、当該価額をもって時価としております。

⑥支払手形及び買掛金、⑦電子記録債務、⑧短期借入金、⑨未払費用、⑩未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

⑪長期借入金
時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。

８．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 3,344円65銭
(2) １株当たり当期純利益 234円00銭

９．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2020年４月１日から2021年３月31日まで） (単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計

買換資産
圧縮積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 14,270 17,107 185 17,293 3,567 955 100,000 173,764 278,287
当 期 中 の 変 動 額

買換資産圧縮積立金の取崩 － － － － － △44 － 44 －
剰 余 金 の 配 当 － － － － － － － △6,429 △6,429
当 期 純 利 益 － － － － － － － 38,048 38,048
自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － － －
自 己 株 式 の 処 分 － － 7 7 － － － － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期中の変動額(純額) － － － － － － － － －

当期中の変動額合計 － － 7 7 － △44 － 31,663 31,619
当 期 末 残 高 14,270 17,107 192 17,300 3,567 910 100,000 205,427 309,906

株主資本 評価･換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合　　計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △53 309,798 14,281 14,281 231 324,311
当 期 中 の 変 動 額

買換資産圧縮積立金の取崩 － － － － － －
剰 余 金 の 配 当 － △6,429 － － － △6,429
当 期 純 利 益 － 38,048 － － － 38,048
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 － － － △1
自 己 株 式 の 処 分 1 9 － － － 9
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期中の変動額(純額) － － 9,248 9,248 △9 9,239

当期中の変動額合計 0 31,627 9,248 9,248 △9 40,866
当 期 末 残 高 △52 341,425 23,530 23,530 222 365,178
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
②　その他有価証券
・時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合への出資金は、組合財産の持分相当額を投資その他の資
産の「投資有価証券」として計上し、投資事業組合が獲得した純損益の持分
相当額を損益として計上しております。

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法
①　デリバティブ 時価法
②　運用目的の金銭の信託 時価法
(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を
採用しております。

(4) 固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ７～50年
機械装置及び車両運搬具 ３～７年
工具、器具及び備品 ２～20年

②　無形固定資産
・ソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

(6) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売掛金等債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。
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②　賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、事業年度分支給見込額を期間に基づいて計
上しております。

③　製品保証引当金 品質保証費用発生に備えるため、所定の基準により発生見込額を計上してお
ります。

④　独禁法関連損失引当金 独占禁止法に関連する損失に備えるため、将来発生する可能性のある損失を
見積り、必要と認められる金額を計上しております。

⑤　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。数理計算上
の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
度から費用処理することとしております。

⑥　海外投資等損失引当金 海外投資に係る損失に備えるため、海外関係会社の財政状態等を勘案し、当
社所定の基準による損失見込額を計上しております。

⑦　環境対策引当金 環境対策に係る費用発生に備えるため、発生見込額を計上しております。
(7) ヘッジ会計の方法

　ヘッジ対象に係る損益又は評価差額は、ヘッジ時点で認識し、それを期間に基づいて配分しております。
(8) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

①　退職給付に係る会計基準 退職給付に係る未認識項目の会計処理の方法は、連結計算書類における会計
処理の方法と異なっております。

②　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更
　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
　　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度から
　　適用し、個別注記表に３．会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
　　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類
　　に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。
　　　投資有価証券に含まれる米国におけるベンチャー企業の株式     5,535百万円
　　当該株式の評価にあたって事業計画等に基づく超過収益力を実質価額の評価に反映しております。

11

個別注記表



2021/05/20 14:32:17 / 20700657_株式会社小糸製作所_招集通知（Ｆ）

４．貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 118,450百万円
(2) 偶発債務

　・保証債務
　関係会社の借入金等に対し次のとおり債務保証を行っております。
NAL do Brasil Indústria e Comércio de Componentes de Iluminação Ltda. 5,829百万円
Koito Europe Limited 2,283百万円
INDIA JAPAN LIGHTING PRIVATE LIMITED 1,520百万円

計 9,632百万円
(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 35,149百万円
②　短期金銭債務 25,440百万円

５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売　　上　　高 181,569百万円
②　仕　　入　　高 175,451百万円
③　その他の営業取引高 6,806百万円
④　営業取引以外の取引高 16,232百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 55千株 0千株 2千株 53千株

(注) 1．自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
　　 2．自己株式の数の減少は、ストックオプション権利行使による減少分であります。

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、投資有価証券評価損等であり、繰延税金負債の発生の主
な原因は、その他有価証券評価差額金であります。

12

個別注記表



2021/05/20 14:32:17 / 20700657_株式会社小糸製作所_招集通知（Ｆ）

８．関連当事者との取引に関する注記
(1) 親会社及び法人主要株主等

種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係
取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

百万円 百万円 百万円

その他
の関係
会　社

トヨタ
自動車㈱

愛知県
豊田市 635,401

自動車及び
同部品の製
造・販売、
産業車両の
販売、住宅
の製造・販
売等

(被所有)
直接

20％
－ 自動車照明

機器の販売

自動車
照明機器
の販売

160,328

電子記
録債権 5,563

売掛金 18,736

材料の
受給 6,525 買掛金 1,363

(2) 子会社等

種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係
取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

百万円 百万円 百万円

連　結
子会社 小糸九州㈱ 佐賀県

佐賀市 3,000
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

100％
兼任あり 当社製品の

製造

同社製品
の購入 66,830 買掛金 13,112

材料の
支給 22,955 未収入金 861

百万円

連　結
子会社 アオイテック㈱ 静岡県

浜松市 100
電子・電気
通 信 精 密
機 器 の 製
造・販売

(所有)
直接

98％
兼任あり 当社製品の

製造
同社製品
の購入 29,733 買掛金 2,947

百万円

連　結
子会社 静岡電装㈱ 静岡県

静岡市 76
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

65％
兼任あり 当社製品の

製造

同社製品
の購入 32,848 買掛金 2,468

材料の
支給 26,248 未収入金 1,117

千英ポンド

連　結
子会社

Koito
Europe
Limited

英国
ウースター
シャー州
ドロイト
ウィッチ市

65,000
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

100％
兼任あり

同社製品を
英国中心に
製造・販売
技 術 援 助 契
約あり
債務保証

債務保証 2,283 － －
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種　類 会社等の
名　　称 所在地

資本金
又　は
出資金

事 業 の
内　　容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割　　合

関連当事者との関係
取引の
内　容 取引金額 科目 期末

残高役員の
兼任等

事業上
の関係

百万インドルピー

連　結
子会社

INDIA
JAPAN
LIGHTING
PRIVATE
LIMITED

インド
タミルナ
ドゥ州

4,099
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

100％
兼任あり

同社製品を
インド中心に
製造・販売
技術援助契約
あり
債務保証

債務保証 1,520 － －

千レアル

連　結
子会社

NAL do Brasil
Indústria e
Comércio de
Componentes
de Iluminação
Ltda.

ブラジル
サンパウ
ロ州

303,000
自動車照明
機器の製造
・販売

(所有)
直接

75％
－

同社製品を
ブラジル中心
に製造・販売
技術援助契約
あり
債務保証

債務保証 5,829 － －

(注) 1．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
2．取引条件及び取引条件の決定方針等

一般的取引条件と同様に、市場価格、総原価等を勘案して決定しております。
3．債務保証については、金融機関からの借入金等に対して債務保証を行っており、協議の上決定した保証料を

受け取っております。

９．１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 2,270円53銭
(2) １株当たり当期純利益 236円72銭

10．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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